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w 評

轉害とならないようにすると’いう意図が強く働いてい 

たにせよ，それは結果として，日本の労働啬階級の解 

放に大きぐ貢献することとなったこともまた事突であ 

る。それは，このような精神が，ポツダム宣言の成立 

•のなかではげしく議論される対日政策のなかにも脈  々

と也きつづけたのである。このポツダム宣言成立にお 

;けるアメリカの役割, とくに，対ドイツ占領政策と同 

一次元におい.て対日占領政策を設宠しようとするニュ 

一•ディ一ラーの厳罰主義とこれに反対する対日政策 

研究グル一プや極東小委員会の国務省メンパ一との対 

立にかんする叙述は，本書のなかでもきわめて興味深 

•い一節であり，国際政治史研究にも裨益するところ大 

..でぁろう.。

つぎに，対日政策の転換と労働政策の関係について 

は，2 • 1 ストをはじめ，いろいろな事件があり，こ 

の頃から，日本の棚からの史料も豊富となり，対日労 

摘)政策の矛盾も露呈されてくる。著者によれば，その 

■転機は，1946年 5 月頃であり，米ソの冷戦状態の醸成， 

中国内戦の激イ匕を背景として，45年頃まで，対日政策 

忆ついて徹底的改革= « •非軍事化j • 「民主化」政策を 

推進してきたrニューディーラーJ は本国へ送り帰さ 

れ，マッカーサー元帥は，国務省当局と何の相談もな 

く，勝手に反共宣伝を始める（144頁）という形ではじ 

まったのである9 注目すべきことは，総司令部の労働 

.課のメンバーによる対日労働政策の決定にあたって， 

ぎ£耍な役割を演じた人々の個性の分析と，これらの人 

々が，占領政策の転換によって大きな影響をうける労 

働政策にたV、して示した態度についての説明である。

アメリか労使関係制度に深い理解をもち,穏健な進 

歩派に属するカルピンスキーと1 WW系の統一鉱山労 

組の役員の経験のあるコスタンチ一ノとの日本労働組 

合運動推進にあたっての微妙な喰いちがい，西尾.松 

例らの戦前の穏健な労働組合主義にたいする支持と， 

共産主義者およびその同情者をも支持しようとする両 

者の対抗関係，そして米ゾの冷戦状態の激化のなかで, 
朋丨白な反共路線の確立，2 . 1 ゼネ*スト禁止へと導 

.かれるのであるが，これは明らかにアメリカ占領政策 

に遠反しないという条件のなかでの「労働蓝本権の確 

立j であり，公務員法改正，行政整理，レッド•パ一 

ジをへて，R本労働組合総評議会の結成までの時期を 

逝じて一貢した原則であった。

最後に第3 に，対日労働政策と日本の労働組合運動 

との関述であるが，これは，まさしく日本労働組合総 

評談佘の結成の取情のなかに明瞭にあらわれており，

本書における.もっとも興味ある部分を成している。た 

だこの問題については，「総評10年史j は，全くふれ 

ていない。執维咨の学問的良心を疑わせるに足るもの 

である。ところが1"総同盟50年史j 第 3 巻は，あまり 

にも感情的な描き方をしているように思われるが，ァ 

メリ力の対日労働政策の甚調が，、「自由にして民主的 

な労働組合主義」でありて，朝鮮動乱の勃発という危 

険な_ 態を前に乙て，反共労働戦線の統一の障害にな 

る総同盟右派を切ることによって，その政策を推進し 

サこと\j、われるが (226K), .: これには些か.疑問がある。 

，むしろ総同盟右派勢力が，日本の労働組合も右傾イ匕し， 

御用組合化することの危険性を，彼らは，アメリ力的 

な自由にして民主的な勞働組合主義の立場から，切っ 

デことはいえないだろうか（これはっいては拙搞，i 97i年 

5 月号書評を参照)。 ；

本書を読んでひとっ疑問に思われることを最後にの 

ベ，著表の御教示をえることが幸である。それは,わ 

が国における企業別組合を占領軍当局はどのように考 

えていたかという問題である。企業別組合は，V、わゆ 

る .‘company union’ でないにしても，_御用組合化し易 

いさまざまな特徴をもっている。もし「自由にして民 

虫的な労働組合主義J を建前とするならば，T メリ力 

は，日本の労働組合の命業別化傾向対して，批判的 

であるはずであるが，この点については,本書は何も 

ふれていない。思うに,日本の労働者階級の運動の自 

主性にたいする尊重という観点から，不干渉の原則を 

維持.したという._ことが考えられる。.しかしながら，反 

面ではまたつぎのようにも考えられる。それは，労働 

組合組織の原則にっいて,占領軍当局が意外に無知セ 

あったのではないがということである。著者も指摘さ 

れるように， GHQ,，■.とくにマッ力ーサ一が， n 本の 

労働組合を，「私の労組J どよび，AFL.CIOや国際的 

労働運動との接触を嫌っていたという事実（360頁）か 

ら，日本の労働組合組熾ができ上る段階で，世界の労 

働組合運動から孤立させられたととが，少くとも企業 

別化傾向に導^、たひとっの大きな理由であろうが，し 

かしそれにしてもそうした指導がとりわけてなされな 

かった。コスタンチ一ノやコ- •エンのようなスペシァ 

リストにとって，こうした傾向を察知しえなかったと 

考えることもまた常識的でないような気がする。真相 

は一体どうなのであろうか。著者の御教示をえること 

が出来れば幸である。 -
ともかく本書は，軟後日本労働運動史，政治史を舍 

む日本现代史のなかで，従来，謎とされてI 、た部分に

光をあて，それを剔抉し，白日の下にさらしたという 

点で, まことに画期的である。しかしもっとも高く評 

価すべきは，旺盛な史料探求に裏づけられた突証的精 

神と歴史にたいするなみなみならぬ感受性であろう„ 
多くの社会科学研究者に本書を推奨する。本書には, 
いくつかの重要な資料が附録として加えられている点 

も興味深い。

本書を理解する上で, これを補完する意味でもp .大 
原社会問題研萍所編「日本労働年鑑j 戦後特集版と， 

資料 r日米関係J が出たことはまことに有意義である。 

前考は，特前氏の労作にのべられているような労働政 

策が，占領政策のいわば一環として展開されていると 

き，日本の労働者階級は,具体的にどのようにして運 

動を展開したか，との両者の相互関係を理解する意味 

でも不可欠である。なお，後者:は穷_関係の史料では 

ないが，戦後の日米関係を知る上で重要であり， さ 

きに出た, 資 料 「戦後20年史4 ， r労働』，大河内一 

男編」 （日本評論社，1966年）とともに，童要である。 

これらの史料的研究の上に立って，はじめて，戦後 

日本の労働史研究は，みのり豊かなものとなるであ 

ろう。 树日ァメリカ労働政策の研究=1970^-11月， 日本 

評論社，A 5版，516頁，2,800円，日本労働年鑑第22集=  
197_10月 〔西版〕，，働句報社，A 5版，440頁，3,500円， 

戦後資料1■日米関係=197妳 10为，日本評論社, A 5版，466 
頁，4,800 R ) — 197L 5 .16—

(飯 田 鼎 ）

ドライムス著

『計 量 経 済 学 - 統計的_ 礎と応用^

Phoebus J. Dhrymes, Econometrics—Statistical 
Foundations and ADvhcattons, Harper & Row,
Publishers, 1970.' •  . ■ ： ■ . . 『 ■ ■ '
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本書は大学院で針量経済学を学ぶ学生のために書か 

れた本七，あり，計量経済学で使われる手法を完全にか 

つ厳密に示すことが目的であると著者は述グ弋いる。 

予備知識としては微• 積分，線形代数，数理統計学の 

初等的な知識が必要である。

本書:は大きく 3 つに分けることができる，

1 . 多变蛰解析（第1草,第2常)

2 . 同時方程式体系の拙宠法（第4 窜から第8 窣ま也 

予備知識として第3 m
3 . スぺクトル分析（第9窣から第12車)

の 3 つであって，特色はスぺクトル分析が含まれてい 

るとと，力点が同時方程式体系におかれていて,単一方 

程式の諸問題(系列相関，不均一分散，多重共線性など)に 

は觖れていないということにある。単一方程式で生ず 

る問題にっV、てはこれまで類書であっかわれており，

とくに本書では章を設けてあっかっていないのは読者 

は予備知識として当然知っていると考えているのであ 

ろう。本書の副題が統言十的基:礎と応用となっているよ 

うに，計量経済学で使われるほとんどの統計的手法が 

網羅されている，各章の内容を紹介しながら感想を述 

ベていきたい。

n
第 1 章は多変造解析の蕋礎があっかわれており，多 

変量正規分布が中心である。平均べクトルおよび共分 

散行列の推定，検定が説明されているから, 従来，上 

級の数理統計学のテキストであつかわれて，計量経济 

学のテキスト，では説明されることがなかったホテリン 

グのT2 分布，ウイ.ッシャート分布なども要領よく説 

明されている。

多変量解析にっいての標準的なテキストはAnder­
son. の An Introduction to Multivariate Statistical 
A n a ly s isであるが,数学鄭攻の学生のために書かれ 

たこの本は計量経済学を学ぶ者にとって必ずしも読み 

やすい本ではなく，またAndcraonの本の知識がすべ 

て要求されるわけでもないことを思えば， Dhrymes 
のこの章での説明は多変量解析へのよV、入門となろう

第 2 章は多変量解析の応用として，芷準相_ ，主成 

分分析，判別分析，因子分析があっかわれており,数 

理統計学の通常のテキストとくらべてとくに特色はな

H1
第 3 章は第4 章以降の予備知識として，確率極限， 

漸近分布およぴ最尤推矩量の性質が説明されている。 

確率変数の宠数への収隶，分布の収柬，モ 一メントの 

収束などの概念が要領よぐという意味は通常の数理 

統訐学の叙述が西説されているのではなく，計置経済 

ゑ学の研究者にとって进興と思われることが選択され， 

説明されている。説明は定評のあるK a oの Linear 
Statistical Inference and Us Apjilications よりわかケ



_ s . _ _

やす1/、。ただし，色々な収束の相互関係の指摘が十分 

ではない。もっとも简単な関係は，概収束（pp.86,定義 

3 の定数への収束を確率変数への収朿に拡張した概贪)，確率 

収 束 (PP. 9 2 ,定義8 ) および法則収束(PP. 9 2 ,定義9)
.の間に

概収束'-> 確率収束— 法則収束 

という関係が成立するが，最初の— が説明されていな 

いから,大数の強法則が成立すれば大数の弱法則が成 

立することが明確には述べられていない。

本章にはこの他, 中心極限定理の色々な形，また各 

種推定量の一致性の証明のときにとくに有用と思われ 

名収束問題のいくつかの結果を示してある。計量経済 

学の醬物で確率変数の極限定理に関してこのように詳 

細かつ厳密にあつかった本はなく，一致性の証明のと 

きにややもすれば不十分な説明しかできなかったこれ 

までの本の空白を本章は坦1めるこ.とになろう。一致性 

の証明を自ら厳密にやろうとすれば，確率論の本をひ 

もとかざるを得ず，そういう本を開くと大ていの本で 

は測度として確率が定義されており，いささかうんざ 

りした経験をもつ評者にとっては測度の概念を使わな 

いでこのようにわかりやすく解説してあるのは非常に 

ありがたい。

最尤推定量の一致性および漸近分布の個所では，通 

常, ス カ ラ ー の とき説明されているクラメール• ラオ 

の不等式が確率べクトルのときに一般化され，証明さ 

れている。 また十分統計量と指数族分布との関係に 

ついても述べられている。最尤推定量の性質は十分 

知っておぐ必要があるにもかかわらず， これまでは 

K endallの Advanced Theory of Statistics, Wilks の 

Mathematical S ta tis t ic sなどを参照せざるをえなかっ 

，た。しかし，，本章に述べられている程度を知っておけ’ 
不十分であろう。

さて，以上の統計的鉴礎概念が説明されたあと，第 

4 章で同時方程式体系の推定-があつかわれて いる。最 

初は単一方程式における通常の最小2 乗 法 （OLS), 
A it k e n の一般イ匕最小2 乘 法 （GLS)につ V、てまとめ 

られたあと，次に速立方程式体系へと移っている。 

Aitken推宠量の漸近的特性, 2 段階最小2 乘 法 （2SLS) 
とその推定+贵の一致性の証明がくわしく述べられてい 

.る6 また本書の特色がよぐ出ているのは，2 S L S を構 

' .造方程式にある変数変換を施したあとのO L S として 

導 い ていることにある。これより2 S L Sの漸近分布が 

，導かれ, また2 S L Sの残塗が先決変数と直交すること 

.が述べられている。

評

次にん-クラス推定量についズきわめてすぐれた解 

説がなされてぃる。fc-クラス推定量はOLS, 2SLS,制 

限情報最尤法（LIML)を含むとV、う意味におぃて，よ 

り一般的な同時推足法であり，数学的な華麗さを誇り 

ながらも，実際上 fc-クラス推定法が使われたととは 

評者の知る限り皆無である。なぜか，とぃうことを考 

え，応用上 fc-グラス推定法が有用であるためには何 

が考慮されなければならないかとぃうことを本書は述 

ベ て い る （pp. 204, i - i i i ) ^
最後に3 段階最小2 乘法 (3SLS)が 2 S L S め'自然な 

拡張として，すなわち単一方程式におけるO L Sから 

GLSへの拡張と同じ考えから，変換後の変数ぺのGLS 
として3SLSが導かれている。だから一見とっづきに 

くい3 S L S も容易に理解することができる。 そして 

2S L Sの漸近分布の共分散行列をC2, 3 S L S のそれを 

C3 とするとき，C2-C3が正値半定符号であるという意 

味におぃて，3 S L Sが 2 S L Sより効率が高V、ことが証 

明されている。こうして本章では，いままで計量経済 

学のテキストにはみられなV、きわめてすぐれた方法で， 

また厳密に2SLS，トクラス推定法，3SLSが解説され 

ている。

N
4

第 5 章では古典的な手法:よぴ同時方程式の手法の 

応用と関連する諸問題があつかわれてぃる。ある方程 

式に特定イ匕の誤まりがあったとき，O L SEは偏りをも 

ち，一致性ももたない。例としてコブ，ダグラス型生 

產関係を考えよう。資本サービスは通常資本ストック 

に比例し，その比例定数は一定であると仮定されて資 

本ストックの値が説明変数として使用され，■パラメ一 

タが推定されるが，もし資本利用率が一定でなぃとき 

には資本ストツクを資本サービスの変数として使用す 

ることは特矩化の誤まりを犯してぃることに等しぃ。

この場合にはL の係数は正のパイアス，K の係数は負 

のバイアスをもち，極端な特定化の誤まりのときには 

K の係数が負になることもあり得る。じかし，このこ 

とはその産業部門にはコブ•ダグラス型生産関数が不 

適当であることを必ずしも意味しなぃ。それゆえ実験 

を管理，ここでは皮V、特性をもった推宠量がえられる 

ように描定法を赞理する必要があり，その例が述べら 

れてぃる。

許费経済学は経済理論の発展に対し何をなし得たか 

とよく問われる6 統計的検定法はある理論が正しぃと 

いう似説を立て，その仮説•>/硬験あるいは観測によっ

9 4 (5^8)

女 興 疼 瞬 ®挪ぜ猫,.5 ., ，' :段 s .H 和̂̂^

書 評

て積極的に支持されるかどうかを検矩するものではな 

i 、。M論が正しくないという仮説が棄却されたときに， 

その理論は正しいと主張することによってたかだか 

100回に5 回 （あるいは1 回）の誤まりを犯すだけであ 

るという消極的な方法であるというのがひとつの答で 

あろう。しかしこうした統計的検萣方法の内在的特質 

ばかりではなく，検証にあたってはいくつかの困觸が 

つきまとう。まず無作為標本で:あるかどうか，理論が 

要請する変数の概念とデータの概念が合うかどうか， 

多重共線性がなゝ、か，系列相関がなI 、か等々数えあげ 

ていけば単純にO L Sによっ弋直ちに仮説を棄却ある 

いは採択するというわけにはいかないいくつかの要因 

がある。 こうしたことは問題に応じて事前に（推定前 

に）可能な限り検討され，推茏法に工夫がなされねば 

ならず， また寒後的(推定後）にも検討されねばなら 

ない。他方ここでの例のようにどのような状況の下で 

O L S Eがバイブスをもち，不一致になりその程度はど 

れくらいか，そうしたときにどのように管理すればよ 

いかといった研究が個々の分野で積み重ねられなけれ 

ばならない。事前的な検討が必要であるということは, 
モデルの特性 . （とくに逐次の程度，方程式の特定化の誤 

まりの可能性） に応じで推定法が選択されるべきであ• 
るということにもつな；̂る。それは本章で例証されて 

いるように，推定法によってパ.ラメータの値が非常に 

違ったり，また2S L Sで有意でなかったパラメータが 

qS L S で有意になったりすることがあるからである。 

しかし^般的に事前的検討が必要であるという指摘だ 

けでは何ものも生れてこなV、。具体的に個々の分野で 

そういう蓄積がなされていくことが望ましい*
さて書評へ戻ることにしよう。ス カ ラ ー と ベクトル 

との間のあてはまりの良さを示す尺度としては決定係 

数あるいは重相関係数という概念がある。べクトルと 

ぺクトルとの間の相関は正準相関係数で測られるが， 

本章で著者は2 つ の べ クトル間のあてはまりの良さを 

示す尺度としてベクトルの相関係数而，ベクトルの 

離間係数（coefficient of alienation) pA という新しい概 

念を提起している。P cは2 つの ス カ ラ ー 変数の決定 

係数グに相当し P aは 1~ P 2に相当するものである。

'これは同時方程式体系の誘導形に適用され，(標本概念 

として）rc, r A になる。rc は R*，rAは 1—R2 (R2 は®  
回帰の決定係数) に類似した概念である。そして rcjrA 
の分亦, rc, rA と標本正準相関係数の関係が分析され 

ている。これは靜導形における内生変数べクトルと先 

決変数べグトルとの間の相関を測る新LA、概念の提示

である。

その他本章では同時方程式体系に応用される主成分 

分析が述べられている。

V
第 6 章では間接的最小2 乘法（ILS) から識別の問題 

へ進み，さらに操作変数推定法a v .)が述べられてい 

る。I.V• については，実際上，攪乱項と独立で説明変 

数と高い相関をもつという基準では，操作変数をどう 

選ぶかは難かI A 、。すべての I .V .推定量は不偏性* 
一致性をもつからその中からどれを'選ぶかは効率の比 

較^ ;よるべきであろう。そうすると体系に含まれる先 

決変数のすべての一次結合のクラスを操作凌数のクラ 

スとしてとつたとき，I.V.の漸近分布の共分散行列の 

下限は， I .V .推定量が2 S L S推定量に一致するよう 

な変換行列によつて与えられるという興味深L、指摘が 

なされている。これは2S L Sの良さを支持するひとつ 

の理由丨こなろう。

さてわh われが実際に同時推定法をモデルに適用し 

ようとするとき，G個の内生変数がすべて同時に決究 

されるというモデルはまずない。とくに四半期モデル 

のようにモデルの時間単位が短か'/、ときには尚更であ 

る。モデル丨こは逐次的にきまるいぐつかの内生変数が 

ある。モデルの性質に応じて推定法が選択されるべき 

であるが，それではどのような性質のとき0 L S でよ 

I 'か，あるいはモデルをブロックに分害！！してブロック 

毎に同時推定法を適用できるのはどんな場合かという 

ことが6. 5 節で考察されている。

VI
第 7 章では完全情報最尤法（FIML), L IM Lが説明 

され/ とくにL IM Lの性質が詳細に検討されて次の 

事実が証明されている。

( 1 ) L I MLを最小分散比推定量として導ける

⑵丁度識別されるとき I L S と LIM Lは一致する

(3) L IM Lはた-クラス推定法に属する

⑷ LIM Lと 2SIvS推定量の漸近分布は同一である•
LIM Lをこれ程くわしく厳密にあつかつた書物は本 

書が始めてである。

VII
第 8 章ではこれまで述べズきた各種推走蛩の間の関 

係が考察され，モンテ.カルロ実験の結梁が示されて 

いる。第 6 章，第？章では 2 S L S は I.V.のなかで最
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適なものであり，またL IM Lも 2 S L Sも卜クラス推 

定置であることが証明された。さらに本章では 

( 1 ) 2 S L S と2 逭 fc-クラス推矩蛰との関係 

⑵ I.V.，ILS, 2 重レクラス推宠量の関係 

(3) 丁度識別されるとき， 2 SLS, LIML, 11̂ およ 

び LV. は同一であること 

⑷ 3 S L S と F I M L は同一の瘌近分布をもつが，

S の推定にあたって両者には相違があること 

(5) くりかえし3 S L S法は F IM Lに収束しない 

というよう汝ことが指摘されている。同時推定法はい 

ずれも漸近的特性は明らかになっているが，小德本理 

論はまだ不十分でもる。したがって応用上生れてくる 

色々な問題（われわれがあっかうのは無限に大きい標本で 

はな < , 小槔本であること'， 1 本の構造方程式の特定化の誤 

まりが3 S L SとかFIM Lでは体系全体人波及すること，小 

標本で比較してO L Sば同時推定法よりはるかI 劣っている 

のかどうかなど）が指摘され，こうした問題意識の卞に 

■̂ンテ . カルロ実険（ただしSummersによって行われた 

粜験) の結果が検討されている。実験に使われたモデ 

ノレは2 本め構適方程式からなるモデルで内生変数2 値， 

先決変数4 個であり，標本の大きさ20の標本が50個と 

られそいる。 比較されている推定法はLIML, 2SLS, 
F IM LおよびO L Sである。結果はバイアスと平均平 

方誤差で判断して本章までで明らかにされてきた漸近 

的結果と大体合致している。すなわち, L IM Lと 2SLS 
推定量は鎮似しており，F IM Lはこれらより効率が少 

L 高い。そしてO L Sはどの同時推定法よりも劣って 

いるがその程度は小さい。特定化の誤まりに対しては 

理論的に予期された如く F IM Lが一番敏感であり， 

2 S L S は L IM Lほど敏感ではない。そして O L Sは 

これも予期されるよb に 2SLS, L IM Lとほぼ同程度， 

F IM L より小さい敏感さである。

この実験結果からもわかるように，実際に，毛デル 

にどの推定法を使ってパラメ “タを推定するかを選択 

することは決して容揚なことではない。総則-理論上か 

らは明ら.か に O L Sは劣っていることがわかっている 

けれども，实際には,同時方程式体系のモデルにおい 

ても O L Sが最もよく使われるのは，針算が容易で 

あるということばかりでなく，同時推宛法にくらベて 

如;宠化の誤まりに対してそれ程敏感ではなV、というこ 

とにその理由があるのであろう。このことはわれわれ 

の生たる関心がパラメータの特性にではなく , •同時従 

厲変数の•変動を説明ずることにあるということからも 

首肯できよう《なぜならば,同時従厲変数の现論値と

— W .
実現値の流離は推定法の相違にもとづくパラメ ー タ 推 

定値の違いよりも，むしろ現段階では特定化の相違に 

よる方がはるかに大きいと思われるからである。個  々

の構造方程式の特定化が経済理論の発展によってュ土 

ークに決まるとは考えられない以上，特定化の誤まり 

に対して佘りにも敏感な推宏法を使用することは危険: 
セあち？̂ とうした0 L S 対同時推定法，あるいは同 

時推定法のなかでの選択の問題は実際上いつまでも残 

る問題であり，著者も述べているように,われわれの 

関心が主として同時従属変数, とぐにそめ中の一部O  
変数にあるとすれば,同時従属変教の加重損失関数を 

最小にするというような規準で考えた方がよい©かも 

知れない。
■ * ； via

本書の第9 章以降はスぺクトル分析にあ文られてい 

る。スぺクトル分析は計量経済:学の研究者にとっても 

決してわかりやすいものでぼなく，というよりわがり 

やすく解説した本がなく，まして計量経済学の本のな 

かで説明されたことぱなかった。親しみをもてない理 

由のひとつには，確率過程論，フーリエ解析などの知 

識が必要とされることにあった。ところが，本書の説 

明はきわめてわかりやすく，確率過程論,フーリュ変 

換などを予備知識としてもっていなくても理解できる 

よう説明されている，第 9 章では定常性，共分散密度， 

エルゴ广ド性，スベタトル分布などめ基礎的な概念が 

説明されたあ-と，time domain を • frequency, domain 
で特微づけるスベタトラムの推定があつかわれている。

第10章では単一の変数の時系列を周波数に分解ナる 

だけではなく， 2 つの時系列があったとき，それぞれ 

を‘周波数に分解したあと，周波数ごとの関係を調べる 

クロス. スぺクトル分析が述べられ■ている。分析に必 

喪な，filter, coherence, gain/などの概念も説明されて 

おり，スペクトル分析をあつかった類書にくらベてわ 

かりやすい説明である4
第11章は面白い問題をあつかっている。経済規象の 

多くは連続的な確率過程としてとらえられるけれども， 

われわれが入手する標本は連続量ではなく時間間隔や' 
等しい点でとられる離敗的な点の集まりである。この 

とき第9 章に述べられているようなスぺクトラム推足 

法を行なっても一致性をもったスペグトヲム密度の推 

矩量が得られない（aliasingの間題〉。 これを改善する 

ためにはprewhit6nhig法， rccoloring法などがおる 

ということも紹介さ；Kてい名。このことは分析に浚数
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の第1 階差法を用いるとき, 変数の時間填•位 （月，四 

m i , 半年など)によって贵気循環の周期が異なってく 

る,すなわち景気循環の虚像が生み闽されるという鈴 

木光男氏の指摘グス.ぺク•トラム法による日本経済の分析 

•にもつながる問題で卷り，スペクトル分析を機械的に 

適用することの危険性に注意を促しているi
最後の第I 2章は，向時方程式体系へのスぺクトル分 

析の応用である。すなわち，線形の動学的計量モデル 

は外生変数およぴ誤差項と有理ラグ分布関数を使マて 

結びつけることが.できるから， f i l t e rを使ってこの最 

終的な形のスペクトル行列を決矩し，体系の循環的性 

質を調べることができる。 3 本の方程式体系（消費, 
投資，GNP) からなるモデル対してこの方法が応用 

されている。 .
則-量モデルの動学的性質を調べるには，たとえば 

G N P の高階の定差方程式を導き,' その特性根によっ 

て判断するとか，シミュレーシa ンによる方法がとら 

れてきた。シミュ、レーシa ンに;Vる前に，できる限り 

数学的にモデルの性質を明らかにしておくべきだ占私 

は思っている。そネ^こは伝達関数という制御理論セ用 

いられる方法も役に立つ。それとともに本章に述べ6  
れているような方法も今後使われていくことが望まし 

いo もちろんこのよう：̂分析が可能となるためには， 

モデルの規模によって制約されるであろうが.，モデル 

の主要部分だけは寧し, h とは外生化するな左の手段 

によってこうした分析は不可能ではないであろう。モ 

デ ル の 特性を表わす共通の意思伝達手段が開発されな. 
ければならな.v、。 •

IX
さて以上みてきたように，本書があつかっている範 

囲はきわめて広’く，計量経済学に現われる統計的問題 

のほとんどすべてを網羅して'/、る。しかもI 、ずれの分 

野にも最近の研究成果が十分とり入れられ,:応用面に 

も考慮が払われている。一人の著者によってこれだけ 

の内容の書舞が書かれたことは驚嘆に値する。叙述の 

仕方も数学的に厳密ではあるが，I 、わゆる数学者にし 

かわからないような数学の本（そういう本が々 、なり在在 

すると私は思っている）といった書き方ではなく，きわ 

めて取り組みやすい。しかも各箄の窗頭で間題提起が 

なされ，その章で展開される手法はどういう問題を解 

明するのに役に立つのかという配慮がなされており, 
非常ち有益である。計i t 経済学で俾われる統許的学法 

に関してこのようかすぐれた書物が出版されたことを

軎びたい。

(Harper & Row, 1970年，592頁, 5, 980P])
(蓑谷 千凰彦)

徳永重良著

『労働問題と社会政策論』

本書は，前編が社会政策論の本質• 方法の検討に, 
後編が1929年恐慌以降の「国家独占資本主義」の時期 

における労働問題の分析と新たに生じた研究方法の換 

討にあてられているといってよく，総じて具体的分析 

は次の機会に譲られている。キのナこめ，箸者の「イギ 

リス賃労働史の研究」（1卿年 , 法大出版会) に比べて， 

諸説への批平に際し, 実証をもたぬ故，迫力に欠ける 

きらいはあるが， 「社会政策論争j の明確な総括と, 
その論争以降^！みられる{0別研究での成果を総合し， 

「全機構的」.な一環としての位置を確定することが緊 

急な課題として我々につきつけられている現在，本書 

は今後の研究方法の方向を決定していく上で，若手研 

究者には特に読まれるべきであろう。’箸者の狙いも冬 

こにある^:思われるのである。以下，順を追って内容 

を紹介しておこう， .
, 2

前編の第一章では，日本の代表的社会政策論r大河 

内理1論」が換討される。「大河内理論j のエッセンス 

は，社会政策の必然性を，資本制生産に不可欠な労 

働力の保全にもとめた点にあり，（34頁）それは伝統的 

社会政策論の難点を克服したが，同時に上部溝造とし 

て現象する社会政策の政治的. 社会的性释を，分析祗 

角から欠落させることになったa (38頁）しかし，大河 

内教授は，社会fe険 ゃ 「解放立法j の説明に際し，労 

働者の主体的運動を取り入れており，教授の立論には 

「原理論j 的方法と「段階論j 的方法が興同されてい 

るとされる。（料頁）また労働力は_ 品化されていると 

いっても，それi i 景気循環という形を通きねばならな 

いことが指摘される。 （52頁）次いで, 教授が，救贫 

法 • 工場法 . 労働保険立法等を，国家の対労働力政策 

という形式的同一性から,すべて社会政策とする方法
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